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［民法・債権法Ⅰ］ 

次の文章を読んで，後記の〔設問１〕，〔設問２〕に答えなさい。 

 

Ⅰ【事実】 

１．令和２年８月頃，Ｘは，個人で歯科医院を開業するため，賃貸物件を探していたところ，Ｙ社の

所有するショッピングセンター(以下「甲建物」という。)内のテナントが空いていることを知った。 

２．甲建物は新築建物で，最新の免震構造を備えているものとして，テナントの賃料は周辺の物件に

比べ，25パーセント高く設定されていた。  

３．Ｘは，建物の安全性に強い関心を持っていたことから，Ｙ社に問い合わせたところ，【事実】２．

の事情について説明を受けたので，賃料が高くても仕方がないと考え，甲建物のテナントを借りる

ことを決め，令和２年９月30日，Ｙ社との間で甲建物のテナントについて賃貸借契約を締結した。

ＸＹ間の約定では，期間は同年10月１日から３年，賃料は月額25万円，各月の賃料は前月末日ま

でに支払うこととされ，同年９月30日，ＸはＹ社に同年10月分の賃料を支払った。この賃貸借契

約に基づき，同年10月１日，Ｙ社はＸに甲建物のテナントを引き渡した。 

４．その後，甲建物のテナントでＸが開業した歯科医院は地元での評判もよく，Ｙ社に対する賃料の

支払も約定どおり行われた。ところが，令和４年８月頃，甲建物を建築した建設業者が手抜き工事

をしていたことが判明した。この事実を知らなかったＹ社が慌てて調査したところ，甲建物は，法

令上の耐震基準は満たしているものの，免震構造を備えておらず，予定していたとおりの免震構造

にするためには，甲建物を取り壊して建て直すしかないことが明らかになった。 

５．Ｙ社から【事実】４．の事情について説明を受けたＸは，歯科医院を移転することも考えたが，

既に定期的に通院している患者も相当数おり，付近に適当な賃貸物件もなかったため，そのまま甲

建物のテナントを借り続けることにした。しかし，Ｘは，甲建物が免震構造を備えていなかった以

上，賃料は月額20万円に減額されるべきであると考え，令和４年９月10日，Ｙ社にその旨を申し

入れた。これに対し，Ｙ社は，【事実】２．の事情は認めつつも，自分も被害者であること，また，

甲建物は法令上の耐震基準を満たしており，Ｘの使用にも支障がないことを理由に，賃料減額には

応じられない，と回答した。 

６．Ｘは，Ｙ社のこのような態度に腹を立て，令和４年９月30日，Ｙ社に対して，今後６か月間，賃

料は一切支払わない，と告げた。Ｙ社がその理由を問いただしたのに対し，Ｘは，甲建物のテナン

トの賃料は，本来，月額20万円であるはずなのに，Ｘは，既に２年間，毎月25万円をＹ社に支払

ってきたため，120 万円を支払い過ぎた状態にあり，少なくとも今後６か月分の賃料は支払わなく

てもよいはずである。と答えた。これに対して，Ｙ社は，そのような一方的な行為は認められない

と抗議し，Ｘに対して従来どおり賃料を支払うように催促したが，その翌月以降もＹ社の再三にわ

たる催促を無視してＸが賃料を支払わない状態が続いた。そこで，令和５年３月１日，Ｙ社は，Ｘ

に対して，賃料の不払を理由としてＸとの賃貸借契約を解除する旨の意思表示をした。 

 
 
〔設問１〕（配点：25点） 

 ＸがＹ社による賃貸借契約の解除に反論するためには，【事実】６．の下線を付した部分の法律上

の意義をどのように説明すればよいか。Ｘの主張として認められる可能性のある法律構成を１つ挙

げて回答しなさい。 
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Ⅱ【事実】１．から６．までに加え，以下の【事実】７．の経緯があった。 

【事実】 

７．その後，甲建物の近隣で，最新の設備を備えた歯科医院が開業し，Ｘの歯科医院の経営が厳しく

なった。Ｘは，Ｚ銀行から開業の際に運転資金2000万円を借り受けていたが，返済がままならなく

なった。そこで，ＸはＺ銀行に追加の運転資金1000万円の融資を依頼したところ，追加融資の代わ

りに，Ｘの信用力の補完として保証人を付けることを求められた。 

 

 

〔設問２〕（配点：25点） 

以下の小問について理由を付して結論を述べなさい。小問はそれぞれ独立したものとする。 

⑴ 小問１ 

Ｘは，妻Ａに事情を説明したところ，保証人を引き受けてもらう旨の了解を得られた。Ａは，

Ｚ銀行とのあいだでＸの債務を主債務とする保証契約を締結したが，保証意思を宣明する内容

の公正証書は作成されなかった。Ａは，税務書類上はＸの歯科医院の業務に従事していること

になっていたが，実際には家事と育児に追われていてＸの業務に携わったことはなかった。こ

のとき，Ｘからの追加融資の返済がなされなかった場合，Ｚ銀行は，Ａに対して保証債務の履

行を請求することができるか。 

⑵ 小問２ 

Ｘは，知人Ｂに事情を説明したところ，保証人を引き受けてもらう旨の了解を得られた。Ｂ

は，Ｚ銀行とのあいだでＸの債務を主債務とする保証契約を締結し，保証意思を宣明する内容

の公正証書も作成された。ところが，Ｂは，Ｘから，Ｚ銀行から2000万円をすでに借りている

ことを知らされておらず，Ｘが主債務の他にも借り入れがあることを知っていれば，保証人の

依頼は断っていた。Ｚ銀行が上記のようなＸＢ間の事情について知る術はなかった。このとき，

Ｂは，Ｚ銀行との保証契約を取り消すことができるか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2020年 12月 6日 

担当：弁護士 沼里祐太 
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第
１
 
設

問
１

に
つ
い
て
 

１
 
Ｙ
社
は

，
Ｘ

に
対
し
，
賃
料

不
払
と
い
う

債
務
不
履
行

を
理
由
と
し

て
Ｘ
と

の

賃
貸

借
契

約
を

解
除

す
る

旨
の

意
思

表
示

を
し

て
い

る
（

民
法

５
４

１
条

）
。
そ

れ
に
対
し
，
Ｘ
は
，
債
務
不
履
行

の
主
張
に
対

し
て
賃
料
の

不
払
が
な
い

旨
の

反

論
を
す
る
。
 

２
 
具
体
的
に

は
，
Ｘ
は
，
免

震
構
造
が
具

備
さ
れ
て
い

な
い
こ
と
を

原
因
と
し

て

賃
料
減
額
請
求

権
を
有
す
る

こ
と
を
主
張

す
る
こ
と
に

な
る
が

，
有
償

契
約
に

準

用
さ
れ
る
契
約

不
適
合
責
任

に
も
と
づ
い

て
賃
料
減
額

請
求
（
民
法
第

５
５
９

条

に
よ
る
同

法
第

５
６
３
条
の

準
用
）
を
す

る
こ
と
は
で

き
な
い
か
。
 

３
 
ま
ず
，
Ｘ

が
Ｙ
社
か
ら

引
き
渡
し
を

受
け
た
甲
建

物
が
「
種
類

，
品
質
又
は

数

量
に
関
し

て
契

約
の
内
容
に

適
合
し
な
い

も
の
で
あ
る

」（
民
法
５
６

３
条
１
項

，

５
６
２
条
１
項
）
と
い
え
る
か

ど
う
か
問
題

と
な
る
。
契
約

の
内
容
に
適

合
す

る

か
ど
う
か
は
，
契

約
締
結
当
時

の
取
引
観
念

に
照
ら
し
て
，
当
事
者
間
で

目
的

物

が
ど
の
よ
う
な

品
質
・
性
能
を

有
す
る
こ
と

が
予
定
さ
れ

て
い
た
か
を

基
準
と

す

べ
き
で
あ
る
。
 

４
 
本
件
に
つ

い
て
み
る
と

，
Ｘ
で

は
建
物

の
安
全
性
に

強
い
関
心
を

も
っ
て
お
り

，

甲
建

物
が

免
震

構
造

を
備

え
て

い
て

周
辺

の
物

件
と

比
べ

賃
料

が
２

５
パ

ー
セ

ン
ト
高
く
設
定

さ
れ
て
い
る

こ
と
を
了
解

し
，
Ｙ
社
で
は

免
震
構
造
を

備
え
る

建

物
と
し
て

甲
建

物
の
賃
料
を

設
定
し
て
い

た
。
し
た

が
っ

て
，
Ｘ
Ｙ

間
に

お
い
て

，

甲
建

物
が

免
震

構
造

を
備

え
る

こ
と

が
賃

貸
借

契
約

の
内

容
と

し
て

予
定

さ
れ

て
い
た
こ
と
が

認
め
ら
れ
る
。
と
こ
ろ
が
，
甲

建
物
は
免
震

構
造
を
全
く

備
え

て

い
な
い
状
態
で

あ
っ
た
。
し
た

が
っ
て
，
甲
建

物
が
免
震
構

造
を
備
え
て

い
な

い

こ
と
は
契
約
不

適
合

に
あ
た

る
。
 

５
 
ま
た

，
甲
建

物
を

予
定
し

て
い
た
免
震

構
造
に
す
る

に
は
建
物
の

建
て
直
し

が

必
要
で
あ
り
，

履
行

の
追
完

は
不
可
能
で

あ
る
。
 

６
 
以
上
よ
り

，
Ｘ
は

，
履
行

の
追
完
の
催

告
を
す
る
ま

で
も
な
く
，
不
適
合
の

程

度
に

応
じ

て
賃

料
の

減
額

を
請

求
で

き
る

（
民

法
５

６
３

条
１

項
，

２
項

）
。
甲

建
物
の
不
適
合

に
該
当
す
る

免
震
構
造
は

，
賃

料
の
２
５

％
に
相
当
す

る
も
の

と

さ
れ
て
い
る
こ

と
か

ら
，
毎
月

５
万
円
の
賃

料
減
額
を
請

求
す
る
こ
と

が
で
き
る

。
 

し
た
が
っ
て
，
Ｘ

の
主
張
は
，
民
法
５
６

３
条
に
も
と

づ
く
賃
料
の

減
額
請

求

に
よ
り
過
去
２

年
間
に
払
い

す
ぎ
て
い
た

賃
料
の
合
計

額
１
２
０
万

円
（

５
万

円

×
２
４
ヶ

月
）
の

不
当
利
得

返
還
請
求
権
（

民
法
７
０

３
条
）
と
，
今

後
６
ヶ
月

分
の
１
２
０
万

円
の

賃
料
支

払
債
務
を
相

殺
（
民
法
５
０

５
条
１
項
本

文
）
す

る

こ
と

で
，

Ｙ
社

か
ら

の
債

務
不

履
行

の
主

張
に

反
論

す
る

も
の

で
あ

る
。

な
お
，

受
働
債
権
に
あ

た
る

今
後
６

ヶ
月
分
の
賃

料
支
払
債
務

は
，
期
限
の
利

益
を
放

棄

す
る
こ
と
に
よ

り
，
そ
の
弁
済

期
が
現
実
に

到
来
し
て
い

る
も
の
と
し

て
相
殺

適

状
に
す
る
こ
と

が
で
き
る
。
 

第
２
 
設
問
２

に
つ
い
て
 

１
 
小
問
（
１

）
に
つ
い
て
 

Ｘ
の
負
担
す
る

主
債
務
は
，
歯

科
医
院
の
追

加
の
運
転
資

金
１
０
０
０

万
円

で

あ
る
。
借
主
が
借

り
入
れ
た
金

銭
等
を
自
ら

の
事
業
に
用

い
る
た
め
に

負
担
し

た

貸
金
債
務
に
あ

た
る
た
め

，
Ａ

が
Ｘ
の
Ｚ
銀

行
に
対
す
る

主
債
務
を
保

証
す
る

こ

と
は

，
「

事
業

の
た

め
に

負
担

し
た

貸
金

等
債

務
を

主
債

務
と

す
る

保
証

契
約

」

（
４

６
５

条
の

６
第

1
項

）
に

あ
た

る
。

そ
の

た
め

，
当

該
保

証
契

約
の

締
結

に
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先
立
ち

，
公
正
証

書
で
保
証
人

が
保
証
債
務

を
履
行
す
る

意
思
を
表
示

す
る
必

要

あ
る
の
が

原
則

で
あ
る
。
 

も
っ
と

も
，
Ａ

は
，
主

債
務

者
Ｘ
の
妻
で

あ
る
こ
と
か

ら
「
主

た
る

債
務
者
が

行
う

事
業

に
現

に
従

事
し

て
い

る
主

た
る

債
務

者
の

配
偶

者
」
（

４
６

５
条

の
９

第
３

号
）

に
あ

た
り

，
公

正
証

書
の

作
成

が
不

要
に

な
ら

な
い

か
問

題
と

な
る
。 

そ
も
そ
も
，
事
業

の
た
め
に
負

担
し
た
貸
金

等
債
務
を
主

債
務
と
す
る

保
証

契

約
に
つ
い
て
公

正
証
書
に
よ

る
保
証
人
の

意
思
確
認
が

必
要
と
さ
れ

る
の
は

，
保

証
債

務
を

負
う

こ
と

に
よ

る
リ

ス
ク

を
十

分
に

自
覚

せ
ず

に
安

易
に

保
証

人
と

な
る

こ
と

を
防

止
す

る
趣

旨
で

あ
る

。
そ

う
だ

と
す

る
と

，
「

事
業

に
現

に
従

事

し
て
い
る

」
と

は
，
実
際
に

事
業
に
従
事

し
て
い
る
配

偶
者
で
，
か

つ
，
主
債

務

者
の
事
業

の
状

況
を
よ
く
知

り
得
る
立
場

に
あ
り

，
保
証

の
リ
ス
ク
を

認
識
す

る

こ
と
が
可

能
で

あ
る
場
合
を

い
う
と
解
す

る
。
 

本
件
で

は
，
Ａ

は
，
単

に
書

類
上
事
業
に

従
事
し
て
い

る
に
す
ぎ
ず

，
主
債

務

者
Ｘ

の
事

業
の

状
況

を
よ

く
知

り
得

る
立

場
に

は
な

い
。

し
た

が
っ

て
，

Ａ
は
，

「
事
業
に

現
に

従
事
し
て
い

る
」
と
は
い
え

ず
，
公
正
証
書

の
作
成
が
不

要
な

場

合
に

は
当

た
ら

な
い

。
よ

っ
て

，
公

正
証

書
が

作
成

さ
れ

て
い

な
い

本
件

で
は
，

Ａ
と
の
保

証
契

約
は
無
効
で

あ
り

，
Ｚ
銀
行

は
Ａ
に
対
し

て
保
証
債
務

の
履
行

を

請
求
す
る

こ
と

は
で
き
な
い

。
 

２
 
小
問
（

２
）
に
つ
い
て
 

上
記
の
と
お
り
，
Ｂ
が
Ｘ
の
Ｚ
銀
行
に
対
す
る
主
債
務
を
保
証
す
る
こ
と
は
，「

事

業
の
た
め
に
負
担
し
た
貸
金
等
債
務
を
主
債
務
と
す
る
保
証
契
約
」（

４
６
５
条
の

６
第
1
項

）
に

あ
た

る
。

 

本
件
で
は

，
Ｂ

は
，
Ｘ

か
ら

，
Ｚ
銀

行
か

ら
２
０
０
０

万
円
を
す
で

に
借
り
て

い
る
こ
と
を
知

ら
さ
れ
て
い

な
か
っ
た

。
Ｘ

は
，
保
証

人
で

あ
る
Ｂ
に
対

し
，「

主

債
務
以
外
に
負

担
し
て
い
う

債
務
の
有
無

並
び
に
そ
の

額
及
び
履
行

状
況

」
の

情

報
を

提
供

す
る

義
務

が
あ

る
（

４
６

５
条

の
１

０
第

１
項

２
号

）
。

し
か

し
な

が

ら
，
Ｘ
が
上
記
の

義
務
を
怠
っ

た
こ
と
に
よ

り
，
Ｂ
は
Ｘ
の

借
入
状
況
に

つ
い

て

誤
認

し
，

そ
れ

に
よ

っ
て

Ｘ
の

主
債

務
を

保
証

す
る

に
至

っ
た

も
の

と
い

え
る
。

も
っ
と
も

，
Ｚ

銀
行
は

，
Ｘ

が
情
報
提
供

義
務
を
怠
っ

て
い
た
こ
と

に
つ
き

，
知

り
，
又
は
知

る
こ

と
が
で
き
た

と
は
い
え
な

い
た
め
（

４
６

５
条
の
１
０

第
２
項

），
 

Ｂ
は
，
Ｚ
銀
行

と
の
保
証
契

約
を
取
り
消

す
こ
と
は
で

き
な
い
。
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
以

 
上
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受講者番号

小計 配点 得点

〔設問１〕 (25)

・Ｙ社はＸに対し，賃料不払の債務不履行を理由として，Ｘとの賃貸借契約を解除する旨の意
思表示をしていること（民法５４１条），Ｘの主張は上記の債務不履行に対する反論であること 5

・賃料の減額を基礎付ける法的根拠を条文を指摘しながら論じていること（契約不適合責
任，民法６１１条の賃料減額請求権など） 10

・結論：賃料の減額により発生した過去２年間分の賃料の不当利得返還請求（民法７０３条）
と今後６ヶ月分の賃料支払債務の相殺（民法５０５条１項本文）を主張していること 5

裁量点 5

〔設問２〕小問１ (25)

・条文（民法４６５条の６第１項）の指摘 2

・「事業のために負担した貸金等債務」の解釈とあてはめ 2

・条文（第４６５条の９第３号）の指摘 2

・「主たる債務者が行う事業に現に従事している主たる債務者の配偶者」の解釈とあてはめ 2

・結論：Ｚ銀行は，Ａに対して保証債務の履行を請求することはできない 2

〔設問２〕小問２

・条文（民法４６５条の１０）の指摘 2

・Ｘには，保証人となるＢに対して「主債務以外に負担している債務の有無並びにその額及び
履行状況」の情報を提供する義務があること 2

・Ｘが上記義務を怠ったことにより，ＢはＸの借入状況について誤認し，それによってＸの主債
務を保証するに至ったものといえること 2

・Ｚ銀行は，Ｘが情報提供義務を怠っていたことにつき，知り，または，知ることができたときに
あたらないこと 2

・結論：Ｂは，Ｚ銀行との保証契約を取り消すことはできない 2

裁量点 5

合　計 (50)

予備試験答案練習会（民法・債権法Ⅰ）採点基準表

 2020年12月6日 担当：弁護士　沼里祐太



- 1 - 
 

民法・債権法Ⅰ 解説レジュメ 

 

第１．総論 

 

賃貸借契約および保証契約を題材にして，債権法分野の問題について，基本的な法的知識・理解の

有無，論理的に一貫した表現をする能力，具体的事実について法的観点から評価し構成する能力を確

認する問題を出題した。 

設問１は債務不履行解除に対する反論を通して現場思考を問う問題，設問２は保証に関する条文を

正確に指摘できるかどうか問う問題である。 

なお，2020年の司法試験の問題からは債権法改正が出題範囲となるため，債権法改正を前提とする

問題で構成した。 

 

 

第２．〔設問１〕について 

 

（１）出題の趣旨 

本設問は，ＸがＹ社から賃借した建物が最新の免震構造を備えているとして賃料が高く設定さ

れていたのに，そうではなかったことが判明し，Ｘがその後の賃料の支払を拒絶した事例におい

て，Ｘの主張の法的構成を検討することを求める。平成26年司法試験民事系科目第１問（民法）

からの出題である。現場思考を求められる問題となっている。 

 

（２）解説 

ア 前提となる法律関係 

 本設問では，Ｙ社は，Ｘに対して，賃料の不払を理由としてＸとの賃貸借契約を解除する旨

の意思表示をしているが，まず，この解除が，民法541条に基づきＸの債務不履行を理由とす

るものであることを指摘しておく。 

 これに対して，Ｘは，賃料は，本来，月額20万円であるはずなのに，既に2年間，毎月25

万円をＹ社に支払ってきたため，120 万円（5万円×24ヶ月）を払い過ぎた状態にあり，Ｘが

Ｙ社に対して有している債権と賃料債務を相殺するので，少なくとも今後6月分の賃料は支払

わなくてもよいはずであると主張している。この主張は，債務不履行に対して，賃料の不払い

がない旨の主張とみることができる。 

 

イ 争点―Ｘの法的主張 

 問題は，このＸの主張を基礎付けるために，どのような法的構成が考えられるかである。Ｘ

の法律構成としては，大きく次の（Ⅰ）と（Ⅱ）に分けられる。 

Ⅰ 賃貸借契約は当初から月額 20 万円で成立しており，2 年間にわたって毎月 5 万円ずつ賃

料を払い過ぎた分については不当利得返還請求権が認められ，それと今後6か月分の賃料と

を相殺するという主張 
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① 契約不適合責任の規定の準用による代金減額請求（民法第 559 条による同法第 563 条 2

項の準用）をする方法 

・売買以外の有償契約についても準用される。 

・「引き渡された目的物が種類，品質又は数量に関して契約の内容に適合しないもので

あるとき」の解釈・あてはめ 

・履行の追完の催告 

② 民法611条第1項の賃料減額請求を直接適用する方法 

・新民法 611 条により，「滅失」に限らず，使用収益不能の場合でも賃料の減額を請求

できるようになった。 

・「滅失その他の事由により使用及び収益をすることができなくなった場合」の解釈・

あてはめ 

〈参考１〉旧民法611条の類推適用を認めた裁判例 

⑴ 名古屋地判昭和 62 年 1月 30日  

賃貸人の修繕義務不履行により賃貸建物の一部が使用収益できなくなった場合，

賃借人は賃料減額請求権を有するとした事案  

二階部分(住宅)の少なくとも三分の二が，原告の修繕義務の不履行により 使用

できない状態にあったことが認められるところ，民法第 611 条第1項 の規定を類

推して，賃借人は賃料減額請求権を有すると解すべきであるとし，賃料の 25%を減

額した。 

⑵ 東京地判平成 17 年 8月 30 日  

賃貸人である原告(反訴被告)が， 被告らに対し，未払賃料等の支払い 等を求め，

賃借人である被告(反訴 原告)が，原告の修繕義務の不履行に より，建物内に保管

していた被告制作の版画等がカビに汚染されたとして，損害賠償を求めた事案(賃

料減額を肯定)  

「本件水漏れに加え，本件カビの発生，増殖により，本件建物を通常の用法にし

たがって使用収益することは阻害されるに至ったとみられるから，本件建物につき

通常の使用ができなかった割合に応じて被告Ａは，賃料の減額請求をすることがで

きるというべきである (民法第 611 条第1項類推適用)。減額されるべき賃料の割

合は，本件建物の全部が本件カビに汚染されていたものではなかったこと，前記期

間中，被告ＡのほかLも本件建物に居住し得たこと，被告Ａには，本件カビの発生

を知ったときから，これに対する防除の措置をとることが可能であり，またこれを

期待し得たこと，本件カビの拡散には被告Ａの対応の不備も与っていると思われる

ことなど諸般の事情を併せ考慮すると，3 割と評価するのが相当である。」 

⑶ 東京地判平成 15 年 3月 31 日  

マンションの賃借人が，騒音被害が改善されないことを理由に賃料及び共益費の

半額を支払わなかったことに関し，賃貸人が債務不履行解除した場合につき，賃貸

借契約解除の意思表示は無効であるとした事案(賃借人の一方的な賃料減額の効果

は否定した)  

「他室の居住者の騒音被害による生活妨害等に賃貸人が対応しないことは， 通

常目的物の一部滅失と同視されるものではなく，当然には民法第611条が類推適用

されるとはいい難い。類推適用が許される場合がありうるとしても，少なくとも，

相当期間にわたって一定時間客観的に受忍限度を超えた騒音が続く状態であるな

ど，物理的にも一部使用不能状態が明らかであることが必要と解する。」 
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〈参考２〉危険負担の類推適用 

【大阪高裁平成9年12月 4日判決・判例タイムズ992号 129頁】 

「天災によって賃貸借の対象物が滅失に至らないまでも損壊されて修繕されず，

使用収益が制限され，客観的にみて賃貸借契約を締結した目的を達成できない状態

になったため賃貸借契約が解約されたときには，賃貸人の修繕義務が履行されず，

賃借人が賃借物を使用収益できないままに賃貸借契約が終了したのであるから，公

平の見地から，民法536条 1項を類推適用して，賃借人は賃借物を使用収益できな

くなったときから賃料の支払義務を負わないと解するのが相当である」 

③ 錯誤取消しをする方法 

・この場合は，毎月5万円の限度で契約が一部取消しとなることを説得的に基礎付ける

必要がある。①取消原因が存在する部分とその他の部分を分離することが可能か，②

一部取消としても規制の目的を達成しうるかどうか，③契約の拘束力を維持すること

が当事者の意思に反しないか。 

 

Ⅱ 賃料は月額 25 万円であるものの，ＸはＹ社に対して毎月 5 万円の損害賠償請求権を有し

ており，それと今後6か月分の賃料とを相殺するという主張 

① 免震構造を備えた物を使用収益させるという債務不履行を理由とする損害賠償（民法

415条） 

・ただし，Ｙ社に帰責事由が必要。 

② 原始的不能の場合の損害賠償請求（民法412条の2第 2項） 

・ただし，Ｙ社に帰責事由が必要。 

 

ウ 相殺（民法505条 1項）について 

【平成25年 2月 28日 最裁判所第一小法廷】 

 既に弁済期にある自働債権と弁済期の定めのある受働債権とが相殺適状にあるという

ための要件について判示。 

「既に弁済期にある自働債権と弁済期の定めのある受働債権とが相殺適状にあるという

ためには，受働債権につき，期限の利益を放棄することができるというだけではなく，期

限の利益の放棄又は喪失等により，その弁済期が到来していることを要する。」 

→相殺適状であるというためには，期限の利益を放棄すれば可能な状態であっただけでは，

期限の利益の放棄又は喪失等により，その弁済期が到来していることが必要。 

エ 本問の検討 

上記のとおり，Ｘの主張を基礎付けるための法的構成は複数考えられるところ，Ｙ社に帰責

性を認めることが困難な本事案においては，賃料減額を請求する法律構成を主張することにな

る。改正民法下では，民法611条の賃料減額請求，または，契約不適合責任の効果として代金

（賃料）減額請求で法律構成するのが，Ｘの主張とも整合的といえる。そして，賃料減額請求

で発生した不当利得返還請求と今後の賃料支払債務を相殺する。 
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第３．〔設問２〕について 

 

（１）出題の趣旨 

保証についての適切な条文を指摘し，本事例に対するあてはめを求める出題である。 

今回の民法改正のなかでも，特に保証に関しては保証人保護等の観点から多岐にわたる重要な

実質改正が行われている。本問は，事業のために負担した貸金等債務を保証する保証契約の特則

（民法465条の6以下）および主たる債務者による情報提供義務（民法465条の10）から出題し

た。 

 

（２）小問１―事業のために負担した貸金等債務を保証する保証契約の特則（民法465条の6以

下） 

ア 事業のために負担した貸金等債務 

「事業のために負担した貸金等債務」とは，借主が借り入れた金銭等を自らの事業に用いる

ために負担した貸金等債務を意味する。製造業を営む株式会社が製造用の工場を建設したり，

原材料を購入したりするための資金を借り入れることにより負担した貸金債務が典型例。 

（注）子の奨学金や居住用不動産を購入するために負担した貸金等債務は「事業のための負

担した貸金等債務」とはいえない。一方で，賃貸を目的とする不動産の購入のために

負担した貸金等債務は「事業のための負担した貸金等債務」に含まれる。 

イ 保証意思宣明公正証書の作成 

事業のために負担した貸金等債務は，その契約の締結に先立ち，その締結の日前一箇月以内

に作成された公正証書で保証人になろうとする者が保証債務を履行する意思を表示していな

ければ，その効力を生じない（民法４６５条の６第1項）。 

→個人が保証債務を負うことによるリスクを十分に自覚せずに安易に保証人となることを

防止する趣旨。 

ウ 例外―公正証書の作成が不要な場合 

主債務者である株式会社の取締役の地位にある者が保証人になる場合など，一定の場合につ

いては，主債務者の状況を十分に把握することができる立場であり，そのリスクを十分に認識

せずに保証債務を締結するおそれが低いと考えられることを踏まえて，公証人による意思確認

を不要としている（民法４６５条の９）。 

エ 「主たる債務者が行う事業に現に従事している主たる債務者の配偶者」（民法４６５条の９

第３号） 

「主たる債務者が行う事業に現に従事している主たる債務者の配偶者」が公正証書の作成が

不要とされているのは，個人事業主の配偶者は，特に事業に現に従事している場合には，事業

の状況などをよく知り得る立場にあり，保証のリスクを認識することが可能であるし，配偶者

間では明確な契約はなくてとも当該事業の損益を個人事業主と実質的に共有する立場にある

と考えられるため。 

「事業に現に従事している」とは，保証契約の締結当時においてその個人事業主が行う事業

に実際に従事しているといえることが必要であり，単に書類上事業に従事しているとされてい

るだけでは足りず，また，保証契約の締結に際して一時的に従事していたというのでは足りな

い。 

オ 本問の検討 

Ｘが負担している主債務が「事業のために負担した貸金等債務」が当たることを指摘するこ

と。 

そのうえで，妻ＡがＺ銀行と保証契約を締結するにあたって，公証人による意思確認が不要

とされる「主たる債務者が行う事業に現に従事している主たる債務者の配偶者」にあたるかど
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うかを論じる。配偶者は実際に事業に従事していることが必要であり，Ａは，例外事由にはあ

たらないと考えられる。 

 

（３）小問２―主たる債務者による情報提供義務（民法４６５条の１０） 

ア 情報提供義務 

保証契約時の主債務者の財産状況を適切に把握させる観点から，事業のために負担する債務

についての保証を個人に委託する主債務者は，次の情報を提供しなければならない。 

① 財産および収支の状況 

② 主債務以外に負担している債務の有無並びにその額及び履行状況 

③ 主債務の担保として他に提供し，又は提供しようとするものがある時は，その旨および

その内容 

イ 情報提供義務違反による取り消し 

主債務者が上記の義務を怠ったことにより，保証契約締結時における主債務の財産状況につ

いて誤認し，それによって保証契約を締結した場合には，保証人は保証契約を取り消すことが

できるとしている（民法４６５条の１０第２項）。もっとも，保証契約の相手方である債権者が

情報提供義務の当事者ではないことから，項情報提供義務違反の有無を当然に知る立場になり

ことから，このような債権者の立場にも考慮し，情報提供義務違反があることを債権者が知り，

又は知ることができたに限り，保証人は保証契約を取り消すことができるとしている。 

ウ 本問の検討 

Ｂが，Ｘから，ＸがＺ銀行から 2000 万円をすでに借りていることを知らされていなかった

事実が，情報提供義務違反になることを論じる。その結果，Ｚ銀行において情報提供義務違反

があることを債権者が知り，又は知ることができたに限り，保証人は保証契約を取り消すこと

ができるが，本件ではそのような事情はなく，保証契約の取り消しはできないと考えられる。 

 

 

 

【参考文献等】 

・平成２６年司法試験民事系第１問（法務省） 

・民間賃貸住宅に関する相談対応事例集（国土交通省） 

・筒井健夫ほか「一問一答 民法（債権関係 改正）」商事法務 

・筒井健夫ほか「改正債権法と保証実務」金融財政事情研究会 

 

以 上  

 

 

 

 

2020 年 12月 6日 

担当：弁護士 沼里祐太 


